
食品ロス抑制のための ICTを用いた情報共有の実証事業 

 

 （１）実証事業者  

一般財団法人 日本気象協会 

 

 （２）実証事業内容 

    気象及びＰＯＳのビッグデータやＡＩ技術を活用した食品の需要予測モデルを構

築し、需要予測情報をサプライ・チェーンで共有化することにより、食品小売業にお

ける日配品の発注量及び食品製造業における製造量を適正化するとともに、食品ロス

の削減効果を実証する 

 

（３）需要予測モデルの構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ● 汎用性が高く、中小規模の事業者にも需要予測指数を活用し、気象条件の変化による 

       需要の変動を事前に把握することが可能 

 

 （４）スケジュール 
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本格実証・製品化へ


